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(57)【要約】
【課題】滴下注入法による「気泡」や「液晶漏れ」といった製造不具合、および、「低温
気泡」や「重力ムラ」、「押し圧ムラ」といったパネル不具合のない、パネル特性の良好
な液晶表示装置およびその製造法を提供する。
【解決手段】カラーフィルタ基板と素子基板の表示領域内の少なくとも一方に柱状スペー
サを有する一対の基板を備え、前記一対の基板の一方に前記表示領域を囲む環状の封止剤
を塗布する工程と、前記環状の封止剤を塗布した基板に液晶を滴下する工程と、前記液晶
が滴下された基板と前記一対の基板の他方の基板とを減圧下で貼り合せる工程と、貼り合
せた一対の基板の封止剤を硬化させる工程とを具備した工程で製造される液晶表示装置に
おいて、滴下された液晶の総量と、前記一対の基板と封止剤によって囲まれるパネル容積
との比率が０．９～１．０となるように調整する。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　カラーフィルタ基板と素子基板の表示領域内の少なくとも一方に柱状スペーサを有する
一対の基板を備え、前記一対の基板の一方に前記表示領域を囲む環状の封止剤を塗布する
工程と、前記環状の封止剤を塗布した基板に液晶を滴下する工程と、前記液晶が滴下され
た基板と前記一対の基板の他方の基板とを減圧下で貼り合せる工程と、貼り合せた一対の
基板の封止剤を硬化させる工程とを具備した工程で製造される液晶表示装置において、
滴下された液晶の総量と、前記一対の基板と封止剤によって囲まれるパネル容積との比率
が０．９～１．０であることを特徴とする液晶表示装置。
【請求項２】
　前記表示領域内における前記柱状スペーサの単位面積あたりの密度が１５００μｍ2／
ｍｍ2～３０００μｍ2／ｍｍ2であることを特徴とする請求項1に記載する液晶表示装置。
【請求項３】
　前記柱状スペーサ一個当りの１０ｍＮ荷重下での変形量が０．１５μm以上であること
を特徴とする請求項1または２に記載する液晶表示装置。
【請求項４】
　カラーフィルタ基板と素子基板の表示領域内の少なくとも一方に柱状スペーサを有する
一対の基板を用意する工程と、前記一対の基板の一方に前記表示領域を囲む環状の封止剤
を塗布する工程と、前記環状の封止剤を塗布した基板に液晶を滴下する工程と、前記液晶
が滴下された基板と前記一対の基板の他方の基板とを減圧下で貼り合せる工程と、貼り合
せた一対の基板の封止剤を硬化させる工程とを具備した工程からなる液晶表示装置の製造
法において、
滴下する液晶の総量と、前記一対の基板と封止剤によって囲まれるパネル容積との比率が
０．９～１．０であることを特徴とする液晶表示装置の製造方法。
【請求項５】
　前記表示領域内における前記柱状スペーサの単位面積あたりの密度を１５００μｍ2／
ｍｍ2～３０００μｍ2／ｍｍ2とすることを特徴とする請求項４に記載する液晶表示装置
の製造方法。
【請求項６】
　前記柱状スペーサ一個当りの１０ｍＮ荷重下での変形量が０．１５μm以上であること
を特徴とする請求項４または５に記載する液晶表示装置の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、液晶表示装置及びその製造方法に関するもので、より詳細には、滴下注入法
により得られる液晶表示装置及びその製造方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　カラー液晶表示装置は、一般に、図１の断面説明図に示すように、カラーフィルタ基板
１と素子基板２との間に液晶３を封入して構成されるものである。カラーフィルタ基板１
は、透明基板１１を構造的支持体として備え、その画面観察者側には偏光板１２が積層さ
れている。また、その反対側（背面側）は多数の画素領域に区分され、画素領域と画素領
域の境界に位置する画素間部位には遮光パターン１３（ブラックマトリックス）が設けら
れ、画素領域のそれぞれには着色画素１４が配置されている。着色画素１４は、画素ごと
に透過光を着色するもので、一般に、光の三原色に相当する赤色（Ｒ），緑色（Ｇ），青
色（Ｂ）の三色の着色画素１４を配列している。なお、前記遮光パターン１３は、これら
各色に着色された透過光の混色を防止するものである。
【０００３】
　そして、カラーフィルタ基板１には、着色画素１４による段差を埋めるオーバーコート
層１５を設けた後、透明電極１６と、図示しない配向膜を設けて構成される。
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【０００４】
　他方、カラーフィルタ基板１に対向して配置される素子基板２は、透明基板２１を構造
的支持体として備え、その液晶側に図示しない電極と図示しない配向膜が設けられ、その
反対側に偏光板２２が設けられている。
【０００５】
　そして、前記透明電極１６と素子基板側の電極との間に画素ごとに電圧を印加して光の
透過・不透過を制御して、その透過光を表示光として画面表示する。
【０００６】
　このカラー液晶表示装置は用いられる駆動法により、単純マトリックス素子駆動型とア
クティブ素子駆動型の２つに大別できる。アクティブ駆動方式の一例として薄膜トランジ
スタ（ＴＦＴ）を使用したアクティブ素子駆動の液晶表示装置について簡単に説明する。
アレイ基板２上に図示しない走査線（ゲートまたは水平信号線）と図示しない信号線（ソ
ースまたは垂直信号線）を設け、これらは図示しない絶縁層により電気的に分離されてい
る。これらの交点付近にはスイッチング素子であるＴＦＴが設けられ、ＴＦＴを介して画
素電極と接続されているので、ＴＦＴをスイッチングすることで各画素電極に独立に電圧
を印加することができる。アクティブ駆動では、画素電極に印加した電圧を継続して保持
するため、蓄積容量が画素部の液晶容量に接続して配置される場合が多い。
【０００７】
　走査線からゲート電極にＴＦＴの閾値電圧以上の電圧を加えることにより、ＴＦＴの半
導体素子がＯＮ状態となり、ソース－ドレイン間に電流が流れて、信号電圧を画素部の液
晶容量と蓄積容量に印加することが可能となる。その後、ゲート電極を閾値電圧以下に戻
すことにより、ＴＦＴの半導体素子がＯＦＦ状態となり、画素部の液晶容量と蓄積容量に
電圧を保持することができる。ＴＦＴのＯＦＦ状態においては、信号配線上に他の画素へ
の信号電圧が与えられても高抵抗で遮られているため信号配線上の電圧変動の影響を直接
受けることが無く、スタティック駆動に近い一定電圧を液晶に加えることができる。
【０００８】
　現在、液晶表示装置では、高画質な表示が可能である上述のＴＦＴ駆動方式が広く採用
されており、液晶の表示モードとしても、高コントラスト、高速応答、広視野角などを特
徴とするＴＮ（Ｔｗｉｓｔｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）、ＦＬＣ（Ｆｅｒｒｏｅｌｅｃｔｒｉ
ｃ Ｌｉｑｕｉｄ　Ｃｒｙｓｔａｌ）、ＥＣＢ（Ｅｌｅｃｔｒｉｃａｌｌｙ　Ｃｏｎｔｒ
ｏｌｌｅｄ　Ｂｒｉｅｆｒｉｎｇｅｎｃｅ）、ＯＣＢ（Ｏｐｔｉｃａｌｌｙ　Ｃｏｎｔｒ
ｏｌｌｅｄ　Ｂｒｉｅｆｒｉｎｇｅｎｃｅ）、ＩＰＳ（Ｉｎ　Ｐｌａｎｅ　Ｓｗｉｔｃｈ
ｉｎｇ）、ＦＦＳ（Ｆｒｉｎｇｅ　Ｆｉｅｌｄ　Ｓｗｉｔｃｈｉｎｇ）、ＰＶＡ（Ｐａｔ
ｔｅｒｎｅｄ　Ｖｅｒｔｉｃａｌ　Ａｌｉｇｎｍｅｎｔ）、ＭＶＡ（Ｍｕｌｔｉ－ｄｏｍ
ａｉｎ　Ｖｅｒｔｉｃａｌ　Ａｌｉｇｎｍｅｎｔ）など多くのモードと組合せて用いられ
ている。
【０００９】
　このようなカラー液晶表示装置は、カラーフィルタ基板と素子基板とを封止剤を用いて
貼り合わせ、それらの基板間に液晶を封入することによって形成される。従来の液晶表示
装置の製造方法では、真空注入法と呼ばれる、一対のカラーフィルタ基板と素子基板との
少なくとも一方に、閉じていない封止剤を形成しておき、前記一対の基板を貼り合せて封
止剤を熱または光で硬化させることによってパネル構造体を形成した後に、封止剤の開口
部分に液晶を注入して開口部を塞ぐことによって液晶表示装置を製造していた。
【００１０】
　それに対し、液晶材料の使用量を大幅に削減できること、及び液晶表示装置の製造時間
を短縮できるといった観点から滴下注入法と呼ばれる液晶表示装置の製造方法が普及して
いる。滴下注入法とは、例えば、特許文献１に開示されているように、カラーフィルタ基
板と素子基板の少なくとも一方に塗布した環状の封止剤の内側に液晶材料を滴下し、減圧
下で他方の基板と貼り合せた後、封止剤を硬化させることによる液晶表示装置の製造方法
である。
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【００１１】
　しかしながら、滴下注入法による液晶表示装置において、液晶材料の滴下量と液晶表示
装置の容積及び液晶層の厚さを制御する柱状スペーサのサイズや物性値が複雑に絡み合っ
ているため、良好な液晶表示装置を常に安定して製造することは困難であった。例えば、
液晶材料の滴下量が多すぎると液晶材料が封止剤を侵食し、封止剤の外部へ飛び出す「液
晶洩れ」発生や、基板と封止剤の密着不良を引き起こすほか、液晶表示装置を立てかけた
際に液晶材料が重力により下部に偏在することによる「重力ムラ」と呼ばれる不具合が発
生する。また、液晶材料の滴下量が少なすぎると液晶表示装置内に常温で「気泡」が発生
する問題があった。
【００１２】
　また、液晶材料の滴下量の他にも、柱状スペーサの物性も良好な液晶表示装置を製造す
るためには重要である。柱状スペーサの強度が不足すると、液晶表示装置に圧力が加わる
ことよる「押し圧ムラ」が発生する。反対に、柱状スペーサの柔軟性が不足することによ
って低温で放置した際に発生する「低温気泡」といった不具合が生じる。そのため、液晶
表示装置の滴下注入法による製造方法について多くの検討が行われてきた。
【００１３】
　例えば、特許文献２には、柱状スペーサの高さの測定結果より液晶材料の滴下量の補正
量を算出し、複数のディスペンサを用いて滴下量を制御する液晶表示装置の製造方法が開
示されている。
【００１４】
　また、特許文献３では、柱状スペーサ構造体からなり、表示領域の単位面積あたりのバ
ネ定数を所定の範囲に設定する液晶表示装置が開示されている。しかしながら、本方法に
おいても、最適滴下量検討のために実際に液晶表示装置を製造し、多大な試行錯誤を行っ
て液晶量を決定する必要があった。
【特許文献１】特開昭６３－１７９３２３号公報
【特許文献２】特開２００１－２８１６７８号公報
【特許文献３】特開２００６－１８２３８号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１５】
　本発明は、係る問題点に鑑みてなされたものであり、滴下注入法による「気泡」や「液
晶漏れ」といった製造不具合および「低温気泡」や「重力ムラ」、「押し圧ムラ」といっ
たパネル不具合のない、パネル特性の良好な液晶表示装置を製造することを目的としてお
り、また、この製造方法を用いて製造された液晶表示装置を提供することを目的としてい
る。
【課題を解決するための手段】
【００１６】
　本発明の請求項１に係る発明は、カラーフィルタ基板と素子基板の表示領域内の少なく
とも一方に柱状スペーサを有する一対の基板を備え、前記一対の基板の一方に前記表示領
域を囲む環状の封止剤を塗布する工程と、前記環状の封止剤を塗布した基板に液晶を滴下
する工程と、前記液晶が滴下された基板と前記一対の基板の他方の基板とを減圧下で貼り
合せる工程と、貼り合せた一対の基板の封止剤を硬化させる工程とを具備する工程で製造
される液晶表示装置において、滴下された液晶の総量と、前記一対の基板と封止剤によっ
て囲まれるパネル容積との比率が０．９～１．０であることを特徴とする液晶表示装置で
ある。
【００１７】
　ここで、上記構成中、「一対の基板と封止剤によって囲まれるパネル容積」とは、カラ
ーフィルタ基板と素子基板において、少なくとも一方に形成された柱状スペーサの高さだ
け離れた位置にある他方の基板と、前記基板の一方に塗布された環状の封止剤に囲まれる
容積であり、パネル容積の算出時において、実際に両基板の貼り合せを行った際に生じる
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柱状スペーサの潰れを考慮しない。本明細書において、「一対の基板と封止剤によって囲
まれるパネル容積」を以後「パネル容積」と呼ぶことにする
　また、本発明の請求項２に係る発明は、前記表示領域内における前記柱状スペーサの単
位面積あたりの密度が１５００μｍ2／ｍｍ2～３０００μｍ2／ｍｍ2であることを特徴と
する請求項1に記載する液晶表示装置である。
【００１８】
　また、本発明の請求項３に係る発明は、前記柱状スペーサ一個当りの１０ｍＮ荷重下で
の変形量が０．１５μm以上であることを特徴とする請求項1または２に記載する液晶表示
装置である。
【００１９】
　次に、本発明の請求項４に係る発明は、カラーフィルタ基板と素子基板の表示領域内の
少なくとも一方に柱状スペーサを有する一対の基板を用意する工程と、前記一対の基板の
一方に前記表示領域を囲む環状の封止剤を塗布する工程と、前記環状の封止剤を塗布した
基板に液晶を滴下する工程と、前記液晶が滴下された基板と前記一対の基板の他方の基板
とを減圧下で貼り合せる工程と、貼り合せた一対の基板の封止剤を硬化させる工程とを具
備した工程からなる液晶表示装置の製造法において、
滴下する液晶の総量と、前記一対の基板と封止剤によって囲まれるパネル容積との比率が
０．９～１．０であることを特徴とする液晶表示装置の製造方法である。
【００２０】
　また、本発明の請求項５に係る発明は、前記表示領域内における前記柱状スペーサの単
位面積あたりの密度を１５００μｍ2／ｍｍ2～３０００μｍ2／ｍｍ2とすることを特徴と
する請求項４に記載する液晶表示装置の製造方法である。
【００２１】
　また、本発明の請求項６に係る発明は、前記柱状スペーサ一個当りの１０ｍＮ荷重下で
の変形量が０．１５μm以上であることを特徴とする請求項４または５に記載する液晶表
示装置の製造方法である。
【発明の効果】
【００２２】
　本発明によると、液晶滴下法による液晶表示装置の製造において、液晶量および柱状ス
ペーサの構成を簡便に好適化できるので、「液晶洩れ」や「気泡」といった製造不具合だ
けでなく、「低温気泡」、「重力ムラ」、「押し圧ムラ」といったパネル不具合のない、
パネル特性が良好な品質の液晶表示装置を従来よりも効率的に製造することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２３】
　以下、本発明の液晶表示装置およびその製造方法について、一実施形態に基づいて説明
する。
【００２４】
　図２は、本発明の液晶表示装置製造方法の一例として、カラーフィルタ基板側に柱状ス
ペーサを配置し、環状封止剤を塗布し、さらに、液晶を滴下して、そのカラーフィルタ基
板と素子基板とを貼り合わせる工程の概略フローチャート図である。また、図３は、封止
剤および液晶材料が滴下された状態の基板を示す概略図である。
【００２５】
　以下、図２を参照して説明する。図２に示すように、液晶表示装置の製造において、素
子基板とカラーフィルタ基板に配向処理を行う必要がある。配向処理は、配向膜を液晶表
示装置用基板の液晶に接する面の側に形成し、必要に応じて、液晶表示装置用基板の液晶
界面での液晶の方向（ダイレクター）を一様に揃える処理を行う。
【００２６】
　ここで、配向膜は、液晶を所定の方向（ダイレクター）に配向させる性質をもつので、
所定の液晶モードに合せて配向膜を選定する必要がある。配向膜の材料としては、ポリイ
ミド系樹脂、ポリアミド系樹脂、ポリビニルアルコール系樹脂などの感光性または非感光
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性のものが好ましく用いられるが、これらに限られるものではない。ただし、配向膜の耐
熱性・信頼性の点からポリイミド系樹脂が好ましく用いられる。
【００２７】
　ポリイミド系樹脂は、可溶性ポリイミド型の配向膜溶液やポリアミック酸型の配向膜溶
液を液晶表示装置用基板上に形成した後に、必要に応じて乾燥、焼成や光照射して得られ
る。配向膜材料は基板上に、フレキソ印刷、スピンコート、ロールコート、スリットダイ
コート、スクリーン印刷、インクジェット印刷等により液晶表示装置用基板上に形成され
る。配向膜として好ましく用いられるポリイミド系樹脂としては、特に限定されるもので
はないが、ポリアミック酸を加熱または適当な触媒によってイミド化したものが好適に用
いられる。
【００２８】
　また、本発明の液晶表示装置の構成を実施するために、市販されている配向膜を用いて
もよい。例えば、ジェイエスアール社製のＡＬ１０００、ＡＬ１０６８、ＡＬ１０７２、
ＡＬ１０７７、ＡＬ１Ｆ００、ＡＬ３０００、ＡＬ４０００、ＡＬ５０００、ＡＬ６００
０、ＡＬ７０００、ＡＬ８０００、ＡＬ１Ｈ６５９、ＡＬ６０１０１、ＡＬ６０６０１、
ＪＡＬＳ－１４６、ＪＡＬＳ－２１２、ＪＡＬＳ－２４６、ＪＡＬＳ－４０６、ＪＡＬＳ
－４４５、ＪＡＬＳ－４６９、ＪＡＬＳ－５５０、ＪＡＬＳ－５５２、ＪＡＬＳ－５５３
、ＪＡＬＳ－５５５、ＪＡＬＳ－５５６、ＪＡＬＳ－５６６、ＪＡＬＳ－７２５、ＪＡＬ
Ｓ－１０８２、ＪＡＬＳ－１０８５、ＪＡＬＳ－１２１６、チッソ社製のＰＩＡ－５１４
０、ＰＩＡ－５１５０、ＰＩＡ－５３１０、ＰＩＡ－Ｘ３２２、ＰＩＡ－２０２４、ＰＩ
Ａ－２７００、ＰＩＡ－２８００、ＰＩＡ－２９００、日産化学社製のＳＥ－１３０、Ｓ
Ｅ－１５０、ＳＥ－２１１０、ＳＥ－４１０、ＳＥ－６１０、ＳＥ－１１８０、ＳＥ－２
１７０、ＳＥ－１２１１、ＳＥ－１４１０、ＳＥ－３１４０、ＳＥ－３２１０、ＳＥ－３
３１０、ＳＥ－３５１０、ＳＥ－５２９１、ＳＥ－５３００、ＳＥ－６２１０、ＳＥ－７
４９２、ＳＥ－７９９２、ＳＥ－７５１１Ｌ、ＳＥ－８１９２Ｌ、ＲＮ－１３２２、ＲＮ
－１３３２、ＲＮ－１３４９、ＲＮ－１３５８、ＲＮ－１３８６、ＲＮ－１４１７、ＲＮ
－１４３６、ＲＮ－１４５０、ＲＮ－１４７７、ＲＮ－１４８６などを単独で用いても良
いし、これらの内の２種以上を混合して用いても良いし、また適宜他のポリマー成分を添
加しても良いし、これらの製品に含まれる樹脂成分を適宜選択して用いてもよい。
【００２９】
　配向膜の溶液に使用される溶剤としては、水、エタノール、メタノール、イソブタノー
ル、３－メチル－３－メトキシブタノールなどのアルコール類、メチルエチルケトン、メ
チルイソブチルケトン、シクロヘキサノンなどのケトン類、ジエチルエーテル、イソプロ
ピルエーテル、テトラヒドロフラン、ジオキサン、エチレングリコールジメチルエーテル
、エチレングリコールジエチルエーテル、ジエチレングリコールジエチルエーテルなどの
エーテル類、酢酸エチル、酢酸ｎ－ブチル、３－メトキシ－３－メチルブチルアセテート
、エチレングリコールモノメチルエーテルアセテート、エチレングリコールモノエチルエ
ーテルアセテート、エチレングリコールモノブチルエーテルアセテート、ジエチレングリ
コールモノメチルエーテルアセテート、ジエチレングリコールモノエチルエーテルアセテ
ート、プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート、プロピレングリコールモノ
エチルエーテルアセテート、γ－ブチロラクトンなどのエステル類、Ｎ，Ｎ－ジメチルホ
ルムアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミドなどのアミド類、２－ピロリドン、Ｎ－メチ
ルピロリドンなどのピロリドン類、ブチルセロソルブなどを使用することができる。
【００３０】
　液晶界面での液晶の方向（ダイレクター）を一様に揃える処理は、液晶のダイレクター
を液晶表示装置用基板の水平近くまで配向させるＴＮやＩＰＳ等といった液晶表示モード
で用いられるものであり、レーヨンやコットンといった布で配向膜を擦るラビング処理や
偏光を制御した光を照射する光配向処理等が用いられる。
【００３１】
　前述したように、本発明の液晶表示装置においては、一対の基板と封止剤によって囲ま
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れるパネル容積が重要であるが、このパネル容積中に封入される液晶層の厚み（セルギャ
ップ）は、柱状スペーサを用いて保持される。柱状スペーサはカラーフィルタ基板と素子
基板の少なくともどちらか一方にフォトリソグラフィ法などを用いて形成する。本明細書
の説明は、カラーフィルタ基板側に柱状スペーサを設け、また封止剤を塗布する。
【００３２】
　ここで、表示領域内における柱状スペーサの単位面積あたりの密度は１５００μｍ2／
ｍｍ2～３０００μｍ2／ｍｍ2であることが好ましい。柱状スペーサ密度が１５００μｍ2

／ｍｍ2以下であると、パネル表面に人の指等で押された場合のように圧力が加えられた
場合、荷重に耐えられずに柱状スペーサが潰れてしまい、輝度ムラが発生する。また、柱
状スペーサ密度が３０００μｍ2／ｍｍ2以上であると低温時に、液晶材料の熱収縮に柱状
スペーサが追従できずに気泡が発生するおそれがある。
【００３３】
　また、上記柱状スペーサに用いる感光性樹脂としては、１０mNの荷重を加えた時の変形
量が０．１５μm以上である柔らかい感光性樹脂がより好ましい。１０mNの荷重を加えた
時の変形量が０．１５μm未満の感光性樹脂では、低温による液晶材料の熱収縮に柱状ス
ペーサが固いために追従できず、柱状スペーサの単位面積あたりの密度が適切であっても
、部分的にパネル容積が減少しないために減圧状態となり、いわゆる「低温気泡」現象等
の不具合が発生するおそれがある。
【００３４】
　柱状スペーサの高さ測定には、触針式膜厚計のような接触式膜厚計から光干渉計やレー
ザー顕微鏡といった非接触膜厚測定機を用いることが可能であるが、基板への汚染性や測
定精度を考慮すると非接触式膜厚計を用いることが望ましい。
【００３５】
　次に、液晶表示装置の製造において、一対の液晶表示装置用基板とで液晶層を固定化す
る封止剤には、アクリル系樹脂などの光硬化樹脂やエポキシ系樹脂などの熱硬化樹脂を用
いることができ、もしくはその両方を混合することによっても用いることが出来る。
【００３６】
　本発明の液晶表示装置に使用される液晶材料としては、表示モード、駆動方式に応じて
適宜選択することができる。例えば、ネマティック液晶やスメクチック液晶が良好な表示
を得るために用いられる。スメクチック液晶には強誘電性液晶や反強誘電性液晶などが含
まれる。ネマティック液晶としては、表示方式に応じて誘電異方性の正のもの、負のもの
を適宜用いることができる。
【００３７】
　本発明の液晶表示装置の構成を実施するために、市販されている液晶を用いてもよい。
例えば、メルク社製ＭＬＣ－６６０１、ＭＬＣ－６６１４、ＭＬＣ－６６８６、ＭＬＣ－
６６９２、ＭＬＣ－６６０８、ＭＬＣ－６６０９、ＭＬＣ－６６１０、ＭＬＣ－６２２２
、ＭＬＣ－６２５２、ＭＬＣ－６２５６、ＭＬＣ－６６２５、ＭＬＣ－６６２８などを使
用することが出来る。なお、これら液晶材料の密度は概ね１ｍｇ／ｍＬ近辺であり、線膨
張係数は概ね７．０×１０4～８．０×１０4／℃である。
【００３８】
　次に、封止剤が環状に塗布されたカラーフィルタ基板に対して、液晶の総量とパネル容
積との比率が０．９～１．０となるように液晶を滴下する。ここで、滴下された液晶の総
量とパネル容積の比が０．９０以下では液晶材料量が少ないために「気泡」が発生し、滴
下された液晶の総量とパネル容積の比が１．００以上では液晶材料量が多いために液晶漏
れが発生する。また、液晶量が多いと「重力ムラ」の発生もある。
【００３９】
　液晶材料の滴下には、プランジャポンプ方式のディスペンサが用いられる。液晶材料滴
下用ディスペンサは、円筒状の筐体に液晶材料を導入し、細長い棒状のプランジャを鉛直
方向に移動させることによって液晶をノズルから滴下する。液晶材料の滴下量の調整は、
ポンプコントローラを用いてのプランジャの移動量によって行う。なお、ディスペンサは
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複数を同時に用いてもかまわない。
【００４０】
　次に、液晶を滴下したカラーフィルタ基板と素子基板とを貼り合わせる。一対の液晶表
示装置用基板を貼り合せる際に行う減圧は、１Pa以下で行うことが好ましい。１Pa以上の
圧力で貼り合せを行うと液晶材料が十分に拡がらず、また、液晶表示装置用基板や液晶材
料から発生するガスの影響で不具合が発生する。
【００４１】
　次に、封止剤を硬化させる。封止剤の硬化に関しては、UV光による硬化であっても良い
し、熱による硬化であっても良いし、あるいは、その両方であってもよい。本発明の封止
剤を硬化させる工程には、紫外線（ＵＶ）照射を用いる。ＵＶ照射を行う際には、表示画
素部分に光を当てないようにする必要がある。封止剤にUV照射を行った後、通常１００～
１５０℃で３０～９０分の加熱処理が行われる。この加熱処理により、封止剤を熱硬化さ
せるとともに、液晶材料の相転移温度以上の熱をかけることによって、液晶材料の再配向
を促すことができる。
【００４２】
　以上、貼り合せられた一対の液晶表示装置用基板を所望の寸法に断裁後、ＩＣ、偏光板
及びバックライトユニット等を装着することによって、液晶表示装置となる。
【実施例】
【００４３】
　次に、本発明の具体的実施例及び比較例について説明する。
【００４４】
　ここではカラーフィルタ基板として、赤色、緑色、青色の三色の着色画素を各サブ画素
の面積が５６．３μm×１６８．９μmとなるように配列し、その上に透明電極の形成を行
い、さらにその上に柱状スペーサを形成した。柱状スペーサを形成する材料として、感光
性材料Ａ、Ｂ、Ｃの3種を用いた。感光性樹脂Ａ、Ｂ、Ｃを用いて形成したφ１６μmの円
柱状スペーサについて微小変位計（島津製作所社製、ＤＵＨ－２０１）を用いて１０mNの
荷重を加えた時の変形量は、感光性樹脂Ａ：０．２０μm、Ｂ：０．１６μm、Ｃ：０．１
２μmであった。
【００４５】
　また、液晶表示装置の製造上の不具合およびパネル不具合に関しては、液晶表示装置作
製直後の状態での「気泡」および「液晶漏れ」がないかを目視で評価した。パネル特性と
して、「低温気泡」の評価は－４０℃の環境下において、指で刺激を与えることによる気
泡発生の有無を判定基準とした。「重力ムラ」の評価は、液晶表示装置を垂直に立掛けた
状態で７０℃の環境下で２４時間放置し、輝度ムラの有無を目視で評価した。「押し圧ム
ラ」の評価は、液晶表示装置を面積１７６．６mm2の平坦な圧子で４９Ｎの加圧を1分間か
けたときの輝度ムラの有無を目視で評価した。
【００４６】
　＜実施例１＞
カラーフィルタ基板上に感光性樹脂Ａを用いてφ２０μmの円柱状スペーサを、サブ画素
４２個の中に２個の密度で配置した。このときの画素面積に対する柱状スペーサ密度は１
５７３μｍ2／ｍｍ2であった。配向膜にはポリイミド系樹脂を使用し、液晶材料には負の
誘電異方性を持つ材料を使用した。液晶の総量とパネル容積の比率が０．９８となるよう
に液晶の滴下量を調整して、液晶表示装置を作製した。
【００４７】
　＜実施例２＞
カラーフィルタ基板上に感光性樹脂Ａを用いてφ１６μmの円柱状スペーサをサブ画素４
２個の中に４個の密度で配置した。このときの画素面積に対する柱状スペーサ密度は２２
６５μｍ2／ｍｍ2であった。配向膜にはポリイミド系樹脂を使用し、液晶材料には負の誘
電異方性を持つ材料を使用した。液晶の総量とパネル容積の比率が０．９５となるように
液晶の滴下量を調整して、液晶表示装置を作製した。
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【００４８】
　＜実施例３＞
カラーフィルタ基板上に感光性樹脂Ａを用いてφ１２μmの円柱状スペーサをサブ画素４
２個の中に８個の密度で配置した。このときの画素面積に対する柱状スペーサ密度は２０
１４μｍ2／ｍｍ2であった。配向膜にはポリイミド系樹脂を使用し、液晶材料には負の誘
電異方性を持つ材料を使用した。液晶の総量とパネル容積の比率が０．９２となるように
液晶滴下量を調整して、液晶表示装置を作製した。
【００４９】
　＜実施例４＞
感光性樹脂Ｂを用いて柱状スペーサを形成したこと以外は実施例２と同様にして、液晶表
示装置を作製した。
【００５０】
　＜比較例１＞
液晶材料量とパネル容積の比率が０．８８であること以外は実施例２と同様にして、液晶
表示装置を作製した。
【００５１】
　＜比較例２＞
液晶の総量とパネル容積の比率が１．０２であること以外は実施例２と同様にして、液晶
表示装置を作製した。
【００５２】
　＜比較例３＞
液晶の総量とパネル容積の比率が１．０５であること以外は実施例２と同様にして、液晶
表示装置を作製した。
【００５３】
　＜比較例４＞
円柱状スペーサをサブ画素４２個の中に８個の密度で配置したこと以外は実施例２と同様
にして、液晶表示装置を作製した。このときの画素面積に対する柱状スペーサ密度は４０
２７μｍ2／ｍｍ2であった。
【００５４】
　＜比較例５＞
円柱状スペーサをサブ画素４２個の中に２個の密度で配置したこと以外は実施例２と同様
にして、液晶表示装置を作製した。このときの画素面積に対する柱状スペーサ密度は１０
０７μｍ2／ｍｍ2であった。
【００５５】
　＜比較例６＞
感光性樹脂Ｃを用いて柱状スペーサを形成したこと以外は実施例２と同様にして、液晶表
示装置を作製した。
【００５６】
　上記した実施例および比較例で作製した液晶表示装置について、製造不具合およびパネ
ル特性について評価を行った結果を表１に示す。
【００５７】
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【表１】

　表１の結果からわかるように、液晶の総量とパネル容積との比の値に、製造不具合に相
関関係が認められることがわかる。液晶材料量/パネル容積が０．９０以下では液晶材料
量が少ないために「気泡」が発生し、液晶材料量/パネル容積が１．００以上では液晶材
料量が多いために液晶漏れが発生した。また、液晶量が多いと「重力ムラ」の発生も確認
できた。
【００５８】
　液晶の総量とパネル容積の比が０．９０以上１．００以下である液晶表示装置において
、柱状スペーサ密度が１５００μｍ2／ｍｍ2以下であると、「押し圧ムラ」評価時の荷重
に耐えられずに柱状スペーサが潰れてしまい、輝度ムラが発生した。また、柱状スペーサ
密度が３０００μｍ2／ｍｍ2以上であると「低温気泡」評価時に、液晶材料の熱収縮に柱
状スペーサが追従できずに気泡が発生したことが確認できた。
【００５９】
　柱状スペーサに用いる感光性樹脂において、１０mNの荷重を加えた時の変形量が０．１
５μm以上である感光性樹脂ＡおよびＢにおいては、液晶の総量とパネル容積との比の値
が０．９～１・００で、柱状スペーサの単位面積あたりの密度が１５００μｍ2／ｍｍ2～
３０００μｍ2／ｍｍ2である場合には良好な液晶表示装置を作製することが可能であった
が、１０mNの荷重を加えた時の変形量が０．１５μm以下である感光性樹脂Ｃにおいては
「低温気泡」評価で気泡の発生が認められた。この現象も、低温による液晶材料の熱収縮
に柱状スペーサが固いために追従できないことによるものと考察される。
【００６０】
　本発明の液晶表示装置は、液晶の総量とパネル容積の関係及び柱状スペーサ条件を用い
て、液晶の滴下量および柱状スペーサ材料の選定を簡便に好適化することができる。した
がって、簡便に良好な表示品位を持つ液晶表示装置を製造することが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００６１】
【図１】一般的なカラー液晶表示装置の断面説明図
【図２】本発明の液晶表示装置製造方法の一例の概略フローチャート図。
【図３】本発明の液晶表示装置製造方法の一例の封止剤が塗布され液晶が滴下された基板
の概略図。
【符号の説明】
【００６２】
１・・・カラーフィルタ基板　　　１１・・・透明基板　　　１２・・・偏光膜
１３・・・遮光膜　　　１４・・・透明着色皮膜　　　１５・・・オーバーコート層
１６・・・透明電極　　　２・・・素子基板（対向基板）　　　２１・・・透明基板
２２・・・偏光板　　　２３・・・透明電極　　　３・・・液晶
４・・・バックライト　　　５・・・封止剤
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